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1.1　TRIPS 協定と EU における地理的表示の定義と登録要件
　TRIPS 協定は 1994 年に締結された。同協定における地理的表示の定義（22
条 1 項）は次の通りである。
この協定の適用上、「地理的表示（geographical indications）」とは、ある商
品に関し、その確立した品質、社会的評価その他の特性（a given quality, 




「理事会規則第 2081/92 号」（以下、1992 年規則）が 1992 年に制定された。
1992 年規則は数度の改正を経て、現在は、2012 年に制定された「欧州議会及
び理事会規則第 1151/2012 号」（以下、2012 年規則）が施行されているが、
1992 年規則以来、保護原産地呼称（PDO：Protected Designation of Origin）と
保護地理的表示（PGI：Protected Geographical Indication）という 2 つのタイ
プの地理的表示が設けられている。ここでは、2012 年規則における PDO（5
条 1 項）と PGI（同 2 項）の定義を引用しておく（1992 年規則とほぼ同じで
ある）。
（1） ……「原産地呼称（Designation of Origin）」とは、次に掲げることすべて
に該当するある産物を特定する名称をいう。 
　（a）特定の場所、地域又は例外的な場合に国を原産地とすること
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　（b） その所与の品質、評判又はその他の特性（given quality, reputation or 
other characteristic）を本質的にその地理的原産地に帰し得ること 











1.2　1992 年規則と TRIPS 協定の制定過程
　M.Kolia の研究によれば 2）、1992 年規則制定の過程は、おおむね、① 1988 年
のフランス提案、② 1991 年 2 月の欧州委員会提案［1991OJ C30/9、1992OJ 
2）　M Kolia，‘Monopolizing Names : EEC Proposals on the Protection of Trade Descrip-
tion of Foodstuffs’（1992）14EIPR233．
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C69/15］、③ 1991 年 7 月の経済社会評議会（EU の諮問機関）の答申［1991OJ 
C269/62］、④ 1991 年 9 月の欧州議会への規則案提出、⑤妥協案の成立、とい
う形で進行したようである。
　①の提案の中には PGI はなく、保護対象は PDO のみであった。この案には
スペインやイタリアなども賛成していた。














協定は 1992 年規則の強い影響を受けていると指摘されているが 4）、とりわけ、
D.Gangjee は、EU 内の妥協（PDO ＋ PGI）が、TRIPS 協定における地理的表
示の定義の形成に大きく影響したとみており 5）、その根拠として、②の欧州委
3）　D Gangjee，Relocating the Law of Geographical Indications（CUP，2012）226．
4）　I Calboli，‘Geographical Indications between Trade, Development, Culture, and 
Marketing’in I Calboli and N Roon（eds），Geographical Indications at the Cross-
roads of Trade, Development, and Culture（CUP，2017）25；N Kumar，Legal 
Protection of Geographical Indications（LAP，2012）31．
5）　Gangjee（n 3）230；D Gangjee，‘From Geography to History’in I Calboli and N 
Roon（eds），Geographical Indications at the Crossroads of Trade, Development, 


























7）　C Correa and A Yusuf，Intellectual Property and International Trade The TRIPS 








1 条 （1） この協定が適用される国は、工業所有権の保護に関する同盟の枠内
において特別の同盟を構成する。 




2 条 （1） この協定において、「原産地名称」とは、ある国、地方又は土地の地
理上の名称であって、その国、地方又は土地から生じる生産物を表
示するために用いるものをいう。ただし、当該生産物の品質及び特





8）　C Bramley and E Bienabe，‘Guidelines for Selecting Successful GI Products’in C 
Bramley, E Bienabe and J Kirsten（eds），Developing Geographical Indications in 
the South（Springer，2013）127．
9）　リスボン協定は 2015 年に改正され（リスボン協定のジュネーブ改正協定）、地理
的表示につき、TRIPS 協定 22 条 1 項とほぼ同じ定義が採用された（2 条 1 項 2 号）。
わが国は改正前・後とも未加入である。
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を構成している国をいう。
　かくして、リスボン協定 2 条 1 項によれば、産地に「由来する」品質の存
















11）　荒木雅也「地理的表示保護制度の意義」知財管理 55 巻 5 号 571 頁（2005），572
頁。
12）　Gangjee（n 3）208；Calboli（n 4）24；Kumar（n 4）31；Correa（n 7）201；M 
Echols，Geographical indications for Food Products 2nd ed.（Kluwer Law Interna-
tional，2017）50；T Dagne，Intellectual Property and Traditional Knowledge in 
the Global Economy（Routledge，2015）23；O’Connor and Company，‘Geo-
graphical Indications and TRIPS : 10 years later…A Roadmap for EU GI Holder to Gain 
Protection in Other WTO Members Part 1’（2007）6．

















　● 約 100 年間に渡り明確で安定的なレシピが用いられてきた。
　●  16 世紀に遡る歴史が、修道院の文書庫にある文献資料によって証明でき
る。古くから、産地において菓子職人が雇用されマドリッドなどの需要
に応じてきた。






14）　Gangjee（n 3）236；Gangjee（n 5）57． 
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な収入源であったため、漁と調理の技術が発達した。
　● ヤツメウナギのおかげでこの地域は 17 世紀以来広く知られており、ラト
ビア国外で「ヤツメウナギの王国」と呼ばれてきた。














































16）　WIPO，Doc.SCT/10/4（23 March 2003），para 32．
17）　Gangjee（n 5）37． 
18）　産地の画定については、荒木雅也「EU の地理的表示制度における登録要件、保
護範囲等について」知財ぷりずむ 9 巻 107 号 12 頁（2011）、22 頁。
19）　WIPO，Doc.SCT/9/4（1 October 2002），para 20．
20）　FAO，‘Linking People, Places and Products ; A guide for Promoting Quality Linked 
to Geographical Origin and Sustainable Geographical Indications 2nd ed.’（2009）61．































　2012 年規則の保護対象は農産物と飲食料品の地理的表示であるが（2 条 1
項）、近年、欧州委員会は、農産物と飲食料品以外の産物をも保護対象とする
ための研究を始めている 24）。この提案の前提は品質中立主義である。











地理的表示法 2 条 2 項と同 3 項における地理的表示の定義は次の通りである 25）。
23）　Gangjee（n 3）219． 
24）　この取り組みは 2011 年に始まったようである。詳しくは、D Marie-Vivien，‘Do 
Geographical Indications for Handicrafts Deserve a Special Regime’in W Caenegem 
and J Cleary（eds.） The Importance of Place : Geographical Indications as a Tool 
for Local and Regional Development（Springer，2017）247．



























26）　I Calboli, ‘In Territorio Veritas ? Bringing Geographical Coherence in the Defini-
tion of Geographical Indications of Origin under TRIPs’ （2014） 6 WIPO J. 57；J 
Hughes/ 今村哲也訳「シャンパーニュ、フェタ、バーボン（3・完）：地理的表示に
関する活発な議論」知的財産法政策学研究 33 巻 283 頁（2011）、310 頁；荒木・前
























　22 条 2 項は、加盟国に一般的な義務を課す。しかし TRIPS 協定は、どのよ
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うな国内法措置によってその保護を実現すべきかについては加盟国に委ねてい
る。我が国は、当初は商標法や景品表示法を微修正することで対応した。

























　TRIPS 協定では、23 条 1 項により、ぶどう酒と蒸留酒の地理的表示につい
てのみ追加的保護が設けられているが、EU では 2012 年規則 13 条 1 項により、
農産物と飲食料品一般の地理的表示に対しても TRIPS 協定 23 条 1 項と同じ水
準の厳格な保護が定められている。以下に、2012 年規則 13 条 1 項の拙訳を示

















　13 条 1 項 a 号ないし d 号のうち、a 号と b 号は誤認のおそれの有無を問わ
ない一方で、c 号と d 号は誤認のおそれがある場合を問題とする 29）。ここでは、
29）　V Mantrov，EU Law on Indication of Geographical Origin Springer; 2014 edi-
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tion （Springer，2014）176．13 条 1 項の全体像については、荒木・前掲注 18 論文
31 頁。
30）　想起については、荒木・前掲注 18 論文 32 頁。
31）　ジュネーブ改正協定（本稿注 9）も、11 条 2 項でほぼ同じ規定を引き継いでいる。
地理的表示制度における社会的評価、追加的保護、普通名称26
















2.4　22 条と 23 条のバランス




根拠は無い。よって、23 条 1 項の保護水準は、すべての産物に適用されるべ
きである、という 33）。
32）　Dagne（n 12）52；T Josling，‘The War on Terroir : Geographical Indications as a 
Transatlantic Trade Conflict’（2006） 57 Journal of Agricultural Economics 337,351． 
33）　Kumar（n 4）34．
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　この主張につき、M.Handler は、極めて根拠薄弱な主張であるという 34）。と

















　しかし、23 条 1 項は正当化できず、仮に追加的保護が拡大されれば消費者
の探索費用は増大する、という。というのは、地理的表示に添えて記される
「『種類』、『型』、『様式』、『模造品』等の表現」（23 条 1 項）は、消費者に対し、
品質に関する有益な情報を提供する。こうした表現を禁じることは、地理的表
示の権利者と競争関係にある生産者が自己の産物の品質を説明することを難し
34）　M Handler，‘Rethinking GI Extension’in D Gangjee（eds），Research Hand-


















































う観点からは、TRIPS 協定 23 条の定めには失望させられる」と論じている 37）。
第三者による地理的表示の使用がフリーライドと評価されるとしても、それだ
37）　B Beebe，‘Intellectual Property Law and Sumptuary Code’（2010） 123 Harvard 









　TRIPS 協定における普通名称に関する定め（24 条 6 項）は、次の通りである。
この節のいかなる規定も、加盟国に対し、商品又はサービスについての他の
加盟国の地理的表示であって、該当する表示が当該商品又はサービスの一般











38）　D Gangjee，‘Genericide : the Death of a Geographical Indication ？’in D Gangjee 
（eds），Research Handbook on Intellectual Property and Geographical Indica-
tions（Edward Elgar，2016）527．
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3.2　2012 年規則における定め




　そして同規則 6 条 1 項により、普通名称は地理的表示登録を禁止される。加
えて、同規則は、41 条 2 項で 「ある用語が一般的なものになっているか否か
を確定するために、すべての関係要素、特に次に掲げる事項を考慮に入れなけ
ればならない」として、（a）消費が行われる地域の現況と、（b）関係する国と






であった。欧州委員会は 1996 年に PDO として登録したが［委員会規則
1107/96 号］、これを不満としたデンマーク、ドイツおよびフランスが、フェ
タは普通名称であると論じて、提訴した。欧州司法裁判所は 1999 年にフェタ





























拠 – 世論調査その他の調査と、間接的な証拠 – 産物に関する生産と消費の水
準、ラベルの種類と特質、宣伝の種類と特質、辞書における名称の使用状況
など、の双方が検討対象となる。」


















39）　V Schoene，‘Federal Patent Court （Bundespatentgericht – BPatG） Amends Case 
Law on “Generic Term” in EU Regulation 1151/2012’（2014） 9 JIPLP 765，766．
40）　Gangjee（ｎ 38）530． 
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保護原産地呼称及び保護地理的表示は、一般的なものとはならない（shall 
not become generic）。
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理由を説明しようとしている。
　この理解は、品質中立主義という、地理的表示と商標との相違を不明瞭にし
かねない論理を前提としつつ、地理的表示の特殊性を示そうとするものと評価
できる。EU の当局が示してきた考え方とも整合すると思われるので、今後、
世界的に一定の影響力を持ち得るのではないか。
付記　深津健二先生には、私が中央大学法学部法律学科に在学中に、経済法ゼ
ミナールにて指導教官としてご指導を賜りました。深津先生のご退職に際し、
甚大なる感謝の意を表します。また、この度、深津先生の退職記念論文集に寄
稿させて頂くことを心より光栄に存じております。
本研究は、科研費（基盤研究（C） 15K03236）の助成を受けたものである。

